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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第43期

第３四半期連結
累計期間

第44期
第３四半期連結
累計期間

第43期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 317,584 326,509 421,491

経常利益（百万円） 25,727 22,127 32,092

四半期（当期）純利益（百万円） 13,701 13,686 16,489

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 16,257 20,090 21,557

純資産額（百万円） 139,473 162,634 144,773

総資産額（百万円） 1,656,547 1,764,760 1,668,631

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 454.02 453.28 546.40

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
451.23 449.83 542.87

自己資本比率（％） 7.4 8.2 7.7

　

回次
第43期

第３四半期連結
会計期間

第44期
第３四半期連結
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 144.06 119.99

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は以下のとおりであります。

　

（リース及び割賦）

当第３四半期連結会計期間において、FGL Aircraft Labuan Limitedは、新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。

（営業貸付）

前連結会計年度において連結子会社であった日本抵当証券㈱は、第１四半期連結会計期間において当社が吸収合

併したため、連結の範囲から除外しております。

（その他）

当第３四半期連結会計期間において、一般社団法人Ｃ・Ｃ・Ｓホールディング及び合同会社クリスタル・クリア

・ソーラーは、新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　

(1）業績の状況

①　経営成績に関する分析　

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、海外経済の減速により輸出や生産が減少し、企業の景況感も

後退しました。昨年12月の衆議院選挙以降は、マーケットで急速な円安・株高が進行、日本銀行による一段の金融緩

和や新政権の経済政策によって今後の景気回復が期待されております。　　

業界全体のリース取扱高（社団法人リース事業協会統計）は、2012年度第３四半期累計で前年同期比7.6％増と

なり、増加基調が続いております。

このような状況の下、当社グループでは、「2011年度～2013年度中期経営計画」の２年目として、中期経営計画に

掲げる経営目標を着実に達成し、目指す会社像　『お客様に選ばれるＦＧＬ！』　を実現するため、「事業戦略」

「経営戦略」への取り組みを進めてまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の契約実行高は前年同期比15.6％増加の3,996億９千５百万円となり、当第

３四半期連結会計期間末の営業資産残高（割賦未実現利益控除後）は前連結会計年度末比332億１千７百万円

（2.3％）増加して１兆4,741億５千１百万円となりました。

損益面では、売上高は前年同期比2.8％増加の3,265億９百万円となりましたが、新リース会計基準適用による増

益効果の剥落や営業資産利回りの低下等により営業利益は前年同期比8.9％減少の201億８千２百万円、経常利益は

前年同期比14.0％減少の221億２千７百万円、四半期純利益は前年同期比0.1％減少の136億８千６百万円となりま

した。

　　

②　セグメントの業績　

当第３四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであります。なお、各セグメントにおける売

上高については「外部顧客に対する売上高」の金額、セグメント利益については報告セグメントの金額を記載して

おります。

　

〔リース及び割賦〕

　リース及び割賦の契約実行高は3,324億１千１百万円と前年同期比11.8％増加し、営業資産残高は前連結会計

年度末比1.9％増加して１兆1,860億８千７百万円となりました。リース及び割賦の売上高は前年同期比3.0％

増加して3,149億７千２百万円となり、セグメント利益は前年同期比6.3％減少して184億円となりました。

〔営業貸付〕

営業貸付の契約実行高は648億１千８百万円と前年同期比43.6％増加し、営業資産残高は前連結会計年度末

比4.2％増加して2,808億７千７百万円となりました。営業貸付の売上高は前年同期比1.7％減少して57億１千

２百万円となり、セグメント利益は前年同期比3.2％増加して40億９千６百万円となりました。

〔その他〕

その他の契約実行高は24億６千５百万円と前年同期比27.4％減少し、営業資産残高は前連結会計年度末比

3.9％増加して71億８千５百万円となりました。その他の売上高は前年同期比3.8％減少して58億２千４百万円

となり、セグメント利益は前年同期比16.2％減少して28億７千万円となりました。
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③　財政状態に関する分析

当第３四半期連結会計期間末の営業資産残高は、前連結会計年度末比2.3％増加の１兆4,741億５千１百万円とな

り、総資産は前連結会計年度末比5.8％増加の１兆7,647億６千万円となりました。また、有利子負債残高は、前連結

会計年度末比6.6％増加の１兆4,944億６千６百万円となりました。

株主資本合計は、利益剰余金の増加により前連結会計年度末比9.4％増加の1,346億７千８百万円となり、当第３

四半期連結会計期間末の純資産合計は、前連結会計年度末比178億６千１百万円（12.3％）増加して1,626億３千４

百万円となりました。

　

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成24年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 30,287,810 30,287,810
 東京証券取引所

 （市場第一部）

単元株式数

100株

計 30,287,810 30,287,810 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成24年９月28日

新株予約権の数（個） 730

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数  100株 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 73,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　　1

新株予約権の行使期間
自　平成24年10月16日

至　平成54年10月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格     1,944

資本組入額     972

新株予約権の行使の条件 （注）２

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会

の決議による承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３

（注）１．各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。

新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という）後、当社が株式分割（当社普通株式の株式無償割当

を含む）又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整し、調整の結果生じる１株未満の端数

については、これを切り捨てる。

　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割又は株式併合の比率

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範

囲内で当社は必要と認める付与株式数の調整を行うことができる。

２．(1) 新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のい

ずれの地位をも喪失した日の翌日の１年後応当日から５年間（以下、「権利行使可能期間という）が経

過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

(2) 当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から権利行使可能期間が満了

するまでの間に新株予約権者が死亡した場合は、下記(3）の契約に従い別途合意するところに従い、相

続人において新株予約権を行使できる。
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(3) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めるところによる。

３．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合において、組織再編行為の効力発生の直前の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という）の新株予約権者に対し、それぞれの場合に

つき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新

株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合において、残存新株予約権は消滅し、

再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株

予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移

転計画において定めることを条件とする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１．に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編行使価額に上記(3）に従っ

て決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

再編行使価額は、各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式

１株当たり１円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行

為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使す

ることができる行使可能期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載

の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

(8) 新株予約権の取得条項

      ①　当社は、新株予約権者が上記（注）２．の権利行使の条件に該当しなくなったこと等により権

利を行使し得なくなった場合又は権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することがで

きる。

②　当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は当社

取締役会決議がなされた場合）、取締役会が別途定める日に新株予約権を無償で取得すること

ができる。

イ．当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ．当社が分割会社となる会社分割契約又は会社分割計画承認の議案

ハ．当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ．当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認

を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ．新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得につ

いて当社の承認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によっ

てその全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(9) その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）２．に準じて決定する。　　　
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 30,287,810 － 10,532 － 10,416

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      89,600 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式  30,194,700 301,947同上

単元未満株式 普通株式       3,510 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数  30,287,810 － －

総株主の議決権 － 301,947 －

 

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

芙蓉総合リース

株式会社

東京都千代田区三崎町

三丁目３番23号 
89,600 － 89,600 0.30

計 － 89,600 － 89,600 0.30

　（注） 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が2,000株（議決権の数20個）ありま 

す。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」の欄に含まれております。　

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成24年10月１日から平成

24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 43,950 110,918

割賦債権 88,343 102,129

リース債権及びリース投資資産 907,711 918,815

営業貸付金 237,558 244,406

その他の営業貸付債権 30,520 34,783

営業投資有価証券 6,917 7,185

その他の営業資産 969 1,152

賃貸料等未収入金 27,025 21,459

有価証券 － 15

繰延税金資産 3,494 3,184

その他 40,101 43,741

貸倒引当金 △8,245 △7,738

流動資産合計 1,378,348 1,480,053

固定資産

有形固定資産

賃貸資産

賃貸資産 169,403 166,442

賃貸資産前渡金 224 217

賃貸資産合計 169,628 166,659

社用資産

社用資産 1,367 1,118

社用資産合計 1,367 1,118

有形固定資産合計 170,996 167,778

無形固定資産

賃貸資産

賃貸資産 979 717

賃貸資産合計 979 717

その他の無形固定資産

のれん 7,133 6,242

その他 2,310 2,108

その他の無形固定資産合計 9,444 8,350

無形固定資産合計 10,423 9,068

投資その他の資産

投資有価証券 47,285 55,751

破産更生債権等 6,221 3,876

前払年金費用 889 838

繰延税金資産 535 515

その他 54,230 47,147

貸倒引当金 △298 △268

投資その他の資産合計 108,863 107,860

固定資産合計 290,282 284,707

資産合計 1,668,631 1,764,760
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 45,523 30,903

短期借入金 350,519 385,811

1年内返済予定の長期借入金 122,847 141,860

コマーシャル・ペーパー 371,700 305,700

債権流動化に伴う支払債務 34,500 34,300

1年内支払予定の債権流動化に伴う長期支払
債務

40,134 57,761

リース債務 170,320 158,644

未払法人税等 5,767 2,555

繰延税金負債 15 12

割賦未実現利益 1,894 2,017

賞与引当金 1,452 770

役員賞与引当金 115 92

未経過リース料引当金 10 4

債務保証損失引当金 67 94

その他 16,439 16,781

流動負債合計 1,161,307 1,137,309

固定負債

社債 20,000 40,000

長期借入金 251,656 280,539

債権流動化に伴う長期支払債務 40,302 89,550

リース債務 429 300

繰延税金負債 3,127 6,287

退職給付引当金 636 517

役員退職慰労引当金 126 120

メンテナンス引当金 469 446

債務保証損失引当金 1,243 1,364

資産除去債務 212 264

その他 44,347 45,426

固定負債合計 362,550 464,816

負債合計 1,523,858 1,602,126
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,532 10,532

資本剰余金 10,416 10,417

利益剰余金 102,353 113,880

自己株式 △185 △151

株主資本合計 123,117 134,678

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 6,512 11,138

繰延ヘッジ損益 90 131

為替換算調整勘定 △1,632 △1,633

その他の包括利益累計額合計 4,969 9,637

新株予約権 448 555

少数株主持分 16,237 17,763

純資産合計 144,773 162,634

負債純資産合計 1,668,631 1,764,760
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 317,584 326,509

売上原価 277,577 288,674

売上総利益 40,007 37,835

販売費及び一般管理費 17,843 17,653

営業利益 22,163 20,182

営業外収益

受取利息 160 194

受取配当金 643 660

匿名組合投資利益 472 380

負ののれん償却額 583 1

持分法による投資利益 160 239

債権譲渡益 － 17

償却債権取立益 86 108

貸倒引当金戻入額 1,497 579

債務保証損失引当金戻入額 184 －

その他 246 115

営業外収益合計 4,035 2,295

営業外費用

支払利息 365 309

社債発行費 4 7

投資事業組合運用損 50 17

その他 49 15

営業外費用合計 471 349

経常利益 25,727 22,127

特別利益

投資有価証券売却益 69 38

資産除去債務戻入額 － 23

特別利益合計 69 61

特別損失

投資有価証券売却損 0 24

投資有価証券評価損 165 140

減損損失 119 －

固定資産処分損 5 4

その他 13 10

特別損失合計 304 179

税金等調整前四半期純利益 25,492 22,009

法人税、住民税及び事業税 8,459 5,776

法人税等調整額 1,795 812

法人税等合計 10,255 6,589

少数株主損益調整前四半期純利益 15,237 15,420

少数株主利益 1,535 1,733

四半期純利益 13,701 13,686
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 15,237 15,420

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,325 4,626

繰延ヘッジ損益 △36 43

為替換算調整勘定 △279 △0

持分法適用会社に対する持分相当額 10 0

その他の包括利益合計 1,020 4,670

四半期包括利益 16,257 20,090

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 14,716 18,353

少数株主に係る四半期包括利益 1,541 1,736
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（連結の範囲の重要な変更）

当第３四半期連結会計期間において、一般社団法人Ｃ・Ｃ・Ｓホールディング、合同会社クリスタル・クリア・ソー

ラー及びFGL Aircraft Labuan Limitedは、新たに設立したため、連結の範囲に含めております。

また、前連結会計年度において連結子会社であった日本抵当証券㈱は、第１四半期連結会計期間において当社が吸収

合併したため、連結の範囲から除外しております。

　　

【会計方針の変更】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

社用資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は軽微

であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務　

(1）取引先等の借入金等に対する保証

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成24年12月31日）

㈱みずほコーポレート銀行（注） 13,501百万円 14,278百万円

新宿六丁目特定目的会社 2,222 2,191

三菱自動車工業㈱　 － 2,135

イオンリテール㈱ 1,265 1,350　 

"K" LINE PTE LTD 1,371 1,292　 

イオンモール㈱ 1,134 1,125　 

ジェイカムアグリ㈱ 248 201　 

従業員（住宅購入資金） 221 184　 

その他

（前連結会計年度72件、当第３四半期連結会計期間179件）
1,256 2,959　 

計 21,221 25,719　 

（注） ㈱みずほコーポレート銀行による金銭の貸付等について当社が保証したものであります。　

　

(2）国内連結子会社１社は営業保証業務を行っており、一般顧客他への借入債務に対する信用保証残高は前連結会計

年度59,116百万円、当第３四半期連結会計期間67,473百万円であります。

　　　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん及び負ののれんの償却額

は、次のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 25,198百万円 23,306百万円

のれん及び負ののれん償却額 308 890
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月24日

定時株主総会
普通株式 935 31 平成23年３月31日 平成23年６月27日利益剰余金

平成23年11月８日

取締役会
普通株式 995 33 平成23年９月30日 平成23年12月５日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日

定時株主総会
普通株式 995 33 平成24年３月31日 平成24年６月27日利益剰余金

平成24年11月７日

取締役会
普通株式 1,056 35 平成24年９月30日 平成24年12月４日利益剰余金

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 リース及び割賦 営業貸付 その他 合計

売上高 　 　 　 　

外部顧客に対する売上高 305,717 5,811 6,055 317,584

セグメント間の内部売上高

又は振替高
164 248 342 754

計 305,882 6,059 6,397 318,339

セグメント利益 19,634 3,970 3,425 27,030

　　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）　

 利益 金額

報告セグメント計 27,030

セグメント間取引消去 △754

全社費用（注） △4,111

四半期連結損益計算書の営業利益 22,163

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

（固定資産に係る重要な減損損失）　

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）　

重要な変動はありません。　

　

（重要な負ののれん発生益）　

重要な負ののれん発生益はありません。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）　

 リース及び割賦 営業貸付 その他 合計

売上高 　 　 　 　

外部顧客に対する売上高 314,972 5,712 5,824 326,509

セグメント間の内部売上高

又は振替高
145 260 375 781

計 315,118 5,973 6,199 327,291

セグメント利益 18,400 4,096 2,870 25,367

　　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）　

 利益 金額

報告セグメント計 25,367

セグメント間取引消去 △781

全社費用（注） △4,403

四半期連結損益計算書の営業利益 20,182

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

（固定資産に係る重要な減損損失）　

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）　

重要な変動はありません。　

　

（重要な負ののれん発生益）　

重要な負ののれん発生益はありません。

　

（金融商品関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　　

（有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　　

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

　　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 454円02銭 453円28銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 13,701 13,686

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 13,701 13,686

普通株式の期中平均株式数（千株） 30,179 30,194

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 451円23銭 449円83銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 186 231

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

────── ──────

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

　平成24年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1) 中間配当による配当金の総額 1,056百万円

(2) １株当たりの金額  35円00銭

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成24年12月４日

(注) 平成24年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年２月８日

芙蓉総合リース株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　 菅原　和信　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　 茂木　哲也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芙蓉総合リース

株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２４年

１０月１日から平成２４年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年１２

月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利

益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、芙蓉総合リース株式会社及び連結子会社の平成２４年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。　
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